
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
基台に立設する支柱と、これらの支柱のうちの相対向する二本の支柱どうしの間を通して
四本の支柱の間に対して出し入れされる棚部材とを備えるとともに、棚部材と支柱との一
方の取付け孔に他方のフック部が挿入されることによって棚部材を支柱に分離自在に取り
付ける係合機構を、棚部材と各支柱との間に備えてある組立て棚の棚部材連結構造であっ
て、
前記棚部材が前記係合機構によって四本の支柱に連結されるに伴い、支柱にカム作用によ
る位置決めを行って支柱間隔を設定支柱間隔に設定するとともに固定する位置決め機構を

、
前記位置決め機構を、組立て棚前後方向での支柱間隔と、組立て棚横方向での支柱間隔と
を設定支柱間隔に設定するとともに固定するように構成し、
前記位置決め機構が前記支柱のうちの組立て棚奥側に位置する後支柱に作用する後位置決
め機構部分と、前記支柱のうちの組立て棚手前側に位置する前支柱に作用する前位置決め
機構部分とから成り、前記後位置決め機構部分が左右一対の後支柱どうしのみの支柱間隔
を設定支柱間隔に設定するとともに固定し、かつ、後支柱に対して棚部材が組立て棚前後
方向に移動操作を行なえるようにする係合融通を備えるように構成し、前記前位置決め機
構部分が左右一対の前支柱どうしの支柱間隔を設定支柱間隔に設定するとともに固定し、
かつ、前支柱と棚部材との組立て棚前後方向での固定を行うように構成してある組立て棚
の棚部材連結構造。
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【請求項２】
前記取付け孔を支柱に備え、前記フック部を棚部材に備えてある請求項１に記載の組立て
棚の棚部材連結構造。
【請求項３】
前記取付け孔を、前記フック部が支柱の前方側から挿入されるように前向き孔に形成して
ある請求項１又は２に記載の組立て棚の棚部材連結構造。
【請求項４】
前記支柱の組立て棚前向き側面と組立て棚後向き側面との両側面に前記取付け孔を備えて
ある請求項１～３のいずれか１項に記載の組立て棚の棚部材連結構造。
【請求項５】
前記基台が移動用車輪を備え、前記四本の支柱が前記基台に着脱自在に連結するように構
成してある請求項１～４のいずれか１項に記載の組立て棚の棚部材連結構造。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、基台に立設する支柱と、これらの支柱のうちの相対向する二本の支柱どうしの
間を通して四本の支柱の間に対して出し入れされる棚部材とを備えるとともに、棚部材と
支柱との一方の取付け孔に他方のフック部が挿入されることによって棚部材を支柱に分離
自在に取り付ける係合機構を、棚部材と各支柱との間に備えてある組立て棚の棚部材連結
構造に関する。
【０００２】
【従来の技術】
上記組立て棚は、棚部材を複数段備える場合でも、各段の棚部材を例えば前支柱どうしの
間などの支柱間から四本の支柱間に容易に出し入れして着脱できるようにされたものであ
る。
この種の組立て棚においては、従来、たとえば特開平８－１９２７５１号公報に示される
ように、棚部材を四本の支柱に取り付けると、棚部材のフック部が支柱の取付け孔に入り
込んでそのフック部と支柱とが当接し合うことにより、棚部材と支柱との前後方向や横方
向での位置決めが行われるようになっていた。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
従来の前記した棚部材取付け技術の場合、棚部材と支柱との係合融通のために各支柱が単
独で動きやすくなっていた。このため、棚に振動が伝わると、支柱が揺れ動いて載置物品
も揺れ動くとかガタ付き騒音が出るとかの不具合が発生しやすくなっていた。また、基台
が車輪を備えていて手押し移動させる際、一般には支柱に手を当てて行われるが、支柱が
揺れ動いて押しにくいという不具合が発生しやすくなっていた。殊に、支柱が基台に着脱
できる場合、その取付け部には連結融通が発生しやすいことから、支柱が揺れ動きやすく
なっていた。
本発明の目的は、棚部材を容易に着脱できるものでありながら強固にしかも簡単に組立て
られるようにすることにある。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
目的達成のために、請求項１に記載の発明は、冒頭に記した組立て棚の棚部材取付け構造
において、棚部材が係合機構によって四本の支柱に連結されるに伴い、支柱にカム作用に
よる位置決めを行って支柱間隔を設定支柱間隔に設定するとともに固定する位置決め機構
を備えてあるものだから、四本の支柱間に差し入れた棚部材を各支柱に連結すると、これ
に伴って位置決め機構が自ずと作用し、支柱間隔が位置決め機構のカム作用による締付け
のために、これによって決まる設定支柱間隔に固定され、支柱が動きにくくなる。これに
より、振動が伝わるとか押すとかしても支柱が揺れ動きにくくて物品を安定よく載置でき
るとか手押し移動させやすいなど強固な状態に組立てられる。しかも、特別な固定操作を
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行わなくとも棚部材の取付けを行うだけで簡単に強固な組立て状態が得られる。
【０００５】
又、前記位置決め機構を

組立て棚前後方向での支柱間隔と、組立て棚横方向での支柱間隔とを設定
支柱間隔に設定するとともに固定するように構成してあるものだから、各支柱を組立て棚
の前後方向と横方向のいずれにも動きにくいように固定でき、極めて強固な組み立て状態
が得られる。
【０００６】
更に、前記位置決め機構が前記支柱のうちの組立て棚奥側に位置する後支柱に作用する後
位置決め機構部分と、前記支柱のうちの組立て棚手前側に位置する前支柱に作用する前位
置決め機構部分とから成り、前記後位置決め機構部分が左右一対の後支柱どうしのみの支
柱間隔を設定支柱間隔に設定するとともに固定

るように構成し、前記前
位置決め機構部分が左右一対の前支柱どうしの支柱間隔を設定支柱間隔に設定するととも
に固定し、かつ、前支柱と棚部材との組立て棚前後方向での固定を行うように構成してあ
るものである。すなわち、後支柱を後位置決め機構部分によって組立て棚の横方向に動き
にくいように固定でき、前支柱を前位置決め機構部分によって組立て棚の横方向にも前後
方向にも動きにくいように固定でき、後支柱と前支柱とのいずれもを横方向にのみ固定さ
れるようにするに比して強固に組み立てられる。しかも、棚部材を支柱に取付けるに際し
ては奥側よりも手前側の方が見通しがよいことから、支柱と棚部材との前後方向での位置
決め機能を後位置決め機構部分が備えているよりも前位置決め機構が備えている方が棚部
材の取付けを容易にでき、全体として強固にしかも容易に組立てられる。
【０００７】
請求項 に記載の発明によれば、前記取付け孔を支柱に備え、前記フック部を棚部材に備
えてあるものだから、棚部材を支柱に取付ける際、取付け孔が棚部材側にあるよりも、取
付け孔を容易に見通してフック部と取付け孔とを迅速かつ正確に位置合わせして係合させ
ることができ、棚部材を容易かつ迅速に取付けて能率よくて組立てできる。
【０００８】
請求項 に記載の発明によれば、前記取付け孔を、前記フック部が支柱の前方側から挿入
されるように前向き孔に形成してあるものだから、取付け孔をその前方から容易に見通し
てフック部を取付け孔に迅速かつ正確に位置合わせして係合させることができ、棚部材を
一層容易かつ迅速に取付けてより能率よくて組立てできる。
【０００９】
請求項 に記載の発明によれば、前記支柱の組立て棚前向き側面と組立て棚後向き側面と
の両側面に前記取付け孔を備えてあるものだから、基台の前後側のいずれを組立て棚の前
方側としても棚を組立てることができ、取扱面で有利である。また、棚部材と支柱との前
後方向での位置決め機能を後位置決め機構部分と前位置決め機構部分とのいずれか一方に
のみ備えている場合には、複数枚の棚部材のうちの一部を基台の前方側から取付け、他の
棚部材を基台の後方側から取付けて、組立て棚全体としては前支柱と後支柱との支柱間隔
が設定間隔に固定される状態に組立てることができ、位置決め機構部分の機能の割りには
強固に組立てられる。
【００１０】
請求項 に記載の発明によれば、前記基台が移動用車輪を備え、前記四本の支柱が前記基
台に着脱自在に連結するように構成してあるものだから、棚が不要な際には、支柱を基台
から取り外してコンパクトに纏めて格納するとか運搬することができ、また、棚部材を基
台上に積み重ねて基台を運搬車に利用して楽に搬送することができ、有利に格納したり運
搬したりできる。
【００１１】
【発明の実施の形態】
図１に示すように、基台１の四隅部に支柱１０ａ，１０ｂを立設するとともに、基台１の
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上方に上下複数段に位置する複数枚の棚部材２０を四本の支柱１０ａ，１０ｂにわたって
取り付けて、例えば鉢植え花や切り花を育成するとか陳列するなど、各種物品を載置して
収納したり陳列したりできるように、かつ、基台１が備える四個の車輪２によって容易に
移送できるように移動棚を構成してある。この移動棚は、基台１と、四本の支柱１０ａ，
１０ｂと、複数枚の棚部材２０とに分解したり、図１の完成状態に組立てたりすることが
できるように組立て棚に構成してあり、詳しくは、つぎの如く構成してある。
【００１２】
図１および図１３に示すように、前後一対の金属製のメインフレーム３，３と、このメイ
ンフレーム３の両端側で両メインフレーム３，３の端部どうしを連結する金属製の連結フ
レーム４および車輪取付け部材５とによって、車体フレーム６を形成し、この車体フレー
ム６の上面側に物品載置用の合成樹脂製プレート７を取付け、前記一対の車輪取付け部材
５，５それぞれの前端側と後端側の下面側に前記車輪２を支持させ、車体フレーム６の四
隅部に支柱連結用および基台連結用の車体上下向きの角パイプ材８を付設して、前記基台
１を構成してある。すなわち、前記プレート７の上面によって物品載置面を形成し、収納
用や陳列用の物品を棚部材２０と同様に載置できるようにしてある。また、四隅部の各パ
イプ材８により、上端側が車体フレーム６から上向きに突出する支柱連結部を形成し、前
記支柱１０ａ，１０ｂの取付けを可能にしてある。
【００１３】
図２に明示するように、前記四本の支柱１０ａ，１０ｂのそれぞれは、横断面形状がＣ字
形になるように板金を折り曲げ成形することによって、四つの側面１１ａ～１１ｄを備え
るとともに四つの側面１１ａ～１１ｄのうちの第１側面１１ａに支柱本体全長にわたるス
リット１２を備える角支柱本体を作成し、この角支柱本体の下端部と上端部との内周面側
に前記スリット１１を閉じる補強板金１３を溶接することによって作成してある。そして
、四本の支柱１０ａ，１０ｂのうちの組立て棚奥側に位置させる左右一対の後支柱１０ａ
，１０ａの場合には、角支柱本体の四つの側面１１ａ～１１ｄのうちの前記第１側面１１
ａの両側に隣接する第２側面１１ｂと第３側面１１ｄとに、下細り形状の貫通孔で成る第
１取付け孔１４を備える第１取付け部１５を複数個、後支柱１０ａの上下方向に並べて備
えてある。四本の支柱１０ａ，１０ｂのうちの組立て棚手前側に位置させる左右一対の後
支柱１０ｂ，１０ｂの場合には、角支柱本体の四つの側面１１ａ～１１ｄのうちの前記第
１側面１１ａの両側に隣接する第２側面１１ｂと第３側面１１ｄとに、後支柱１０ａの第
１取付け孔１４と同じ形状および大きさの下細り形状の貫通孔で成る第２取付け孔１６を
備える第２取付け部１７を複数個、後支柱１０ａの第１取付け部１５と同じ配置レベルお
よび配列ピッチで前支柱１０ｂの上下方向に並べて備えてある。
【００１４】
後支柱１０ａも前支柱１０ｂも、これの下端側を基台１の前記支柱連結部８にこれの上端
の支柱抜差し口８ａから挿入することによって基台１の四隅部のうちの一つの隅部に立設
でき、支柱連結部８から抜き外すことによって基台１から取り外せる。後支柱１０ａも前
支柱１０ｂも支柱連結部８に対して抜き上げて回転させることにより、図１および図１１
に示す第１取付け姿勢と、図１２に示す第２取付け姿勢とに付け替えできる。そして、後
支柱１０ａおよび前支柱１０ｂは、前記第１取付け姿勢にすると、スリット１２が基台１
の横外側に向くとともに取付け孔１４，１６が基台１の前方側に向く前向き孔になって棚
部材２０の取付けができる姿勢になり、前記第２取付け姿勢にすると、スリット１２が基
台１の前方側に向いて棚部材２０の積み重ねができる姿勢になる。
【００１５】
図３および図４に示すように、前記複数枚の棚部材２０のそれぞれは、樹脂プレート２１
の前後両端側に開口する内部空間２２を複数本、樹脂プレート２１の左右方向に並ぶ状態
で備えるように成型した合成樹脂製プレート２１によって棚部材本体を作成し、この棚部
材本体２１の前端側と後端側とに、棚部材本体２１の横幅方向に沿うとともに物品落ち止
めの側壁を兼ねる板金製の補強杆２３，２４をリベット連結し、棚部材本体２１の両横端
側に、棚部材本体２１の前後方向に沿うとともに物品落ち止めの側壁に兼ねる板金製の補

10

20

30

40

50

(4) JP 3568015 B2 2004.9.22



強杆２５をリベット連結することによって形成してある。前記補強杆２３，２４，２５の
うちの棚部材本体２１の後端側に位置する後側補強杆２３の両端部に、第１フック部３１
を備える第１連結金具３０を溶接し、前記補強杆２３，２４，２５のうちの棚部材本体２
１の前端側に位置する前側補強杆２４の両端部に、第２フック部４１を備える第２連結金
具４０を溶接してある。
【００１６】
棚部材２０の奥側の左端側に位置する前記第１フック部３１と、左側の後支柱１０ａの前
記第１取付け部１５とにより、棚部材２０を左側の後支柱１０ａに分離自在に取り付ける
後係合機構５０を構成し、棚部材２０の奥側の右端側に位置する前記第１フック部３１と
、右側の後支柱１０ａの前記第１取付け部１５とにより、棚部材２０を右側の後支柱１０
ａに分離自在に取り付ける後係合機構５０を構成してある。すなわち、図５（イ），（ロ
）および図６に示すように、左右いずれの後係合機構５０においても、第１フック部３１
を第１取付け孔１４に後支柱１０ａの前方側から挿入し、第１取付け部１５を形成してい
る後支柱部分が第１フック部３１の下向きに開口する切欠き部３２に入り込むように下降
させて第１取付け孔１４の左右の内壁面のうちの棚部材側に位置するとともに下端側に至
るほど棚部材側から離れる傾斜面になっている内壁面１４ａによって受け止め支持させる
と、第１フック部３１と第１取付け部１５とが係合し、後係合機構５０が棚部材２０を後
支柱１０ａに取り付けるようになる。そして、第１フック部３１を第１取付け孔１４から
後支柱１０ａの前方側に抜き出すことにより、第１フック部３１と第１取付け部１５との
係合を解除でき、棚部材２０を後支柱１０ａから取り外せる。
【００１７】
棚部材２０の手前側の左端側に位置する前記第２フック部４１と、左側の前支柱１０ｂの
前記第２取付け部１７とにより、棚部材２０を左側の前支柱１０ｂに分離自在に取り付け
る前係合機構５１を構成し、棚部材２０の奥側の右端側に位置する前記第２フック部４１
と、右側の前支柱１０ｂの前記第２取付け部１７とにより、棚部材２０を右側の前支柱１
０ｂに分離自在に取り付ける前係合機構５１を構成してある。すなわち、図７（イ），（
ロ）および図８に示すように、左右いずれの前係合機構５１においても、第２フック部４
１を第２取付け孔１６に前支柱１０ｂの前方側から挿入し、第２取付け部１７を形成して
いる前支柱部分が第２フック部４１の下向きに開口する切欠き部４２に入り込むように下
降させて第２取付け孔１６の左右の内壁面のうちの棚部材側に位置するとともに下端側に
至るほど棚部材側から離れる傾斜面になっている内壁面１６ａによって受け止め支持させ
ると、第２フック部４１と第２取付け部１７とが係合し、前係合機構５１が棚部材２０を
前支柱１０ｂに取り付けるようになる。そして、第２フック部４１を第２取付け孔１６か
ら前支柱１０ｂの前方側に抜き出すことにより、第２フック部４１と第２取付け部１７と
の係合を解除でき、棚部材２０を前支柱１０ｂから取り外せる。
【００１８】
前記左右いずれもの第１フック部３１における前記切欠き部３２の棚部材前後方向での幅
を、第１フック部３１が前記内壁面１４ａによって受け止め支持されたままで第１取付け
部１５に対して前後にずれ動くことも上下に回動することも可能にする広幅に形成してあ
る。これにより、左右いずれもの後係合機構５０は前記切欠き部３２で成る係合融通を備
え、この係合融通３２の作用により、棚部材２０を図９に示す如く操作したり、図１０に
示す如く取り付けたりすることを許容する。すなわち、棚部材２０の奥側が左右の第１フ
ック部３１，３１を介して左右の後支柱１０ａ，１０ａの第１取付け部１５に支持されて
いるままで棚部材２０の全体を左右一対の前支柱１０ｂおよび後支柱１０ａに対して前後
に移動操作することも、後支柱１０ａによって支持されている点を揺動中心にして左右の
第２フック部４１，４１が第２取付け部１７に対して昇降するように棚部材２０の前側を
昇降操作することも許容する。また、棚部材２０の奥側を取り付けた後支柱１０ａの第１
取付け部１５と同じ配置レベルに位置する前支柱１０ｂの第２取付け部１７に棚部材２０
の手前側を取付ける他に、棚部材２０の奥側を取り付けた後支柱１０ａの第１取付け部１
５よりも一段分高い配置レベルに位置する前支柱１０ｂの第２取付け部１７に棚部材２０
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の手前側を取付けるとか、棚部材２０の奥側を取り付けた後支柱１０ａの第１取付け部１
５よりも一段分低い配置レベルに位置する前支柱１０ｂの第２取付け部１７に棚部材２０
の手前側を取付けることを許容する。
【００１９】
図４および図７に示すように、左右いずれもの第２フック部４１において、この第２フッ
ク部４１を形成している第２連結金具４０のうちの前記切欠き部４２の後側内壁面４３ａ
を形成している金具部分４４ａと、前記切欠き部４２の前側内壁面４３ｂを形成している
金具部分４４ｂとにより、棚部材２０の前支柱１０ｂおよび後支柱１０ａに対する前後動
を抑制する第１位置決め部４４を形成するとともに、この第１位置決め部４４は、棚部材
２０の手前側が前係合機構５１によって前支柱１０ｂに取り付けられるに伴って自ずと作
用するように構成してある。すなわち、第２フック部４１が第２取付け孔１６に挿入され
て前係合機構５１が棚部材２０を前支柱１０ｂに取り付けると、第２取付け部１７を形成
している前支柱部分が切欠き部４２に入り込むことにより、第１位置決め部４４が前記後
側内壁面４３ａと前側内壁面４３ｂとを噛み合い面として第２取付け部１７に自ずと噛み
合う。
【００２０】
第１位置決め部４４と第２取付け部１７とが噛み合うための前記噛み合い面４３ａと４３
ｂとのうちの後側噛み合い面４３ａを、下端側に至るほど前側噛み合い面４３ｂとの間隔
が大になる傾斜面に形成してある。これにより、棚部材２０が前支柱１０ｂに対して下降
して第１位置決め部４４と第２取付け部１７との噛み合いが深くなるほど、前記噛み合い
面４３ａの傾斜によるカム作用のために両者４４，１７の噛み合い融通が減少し、棚部材
２０が前支柱１０ｂに対して前後方向にガタ付かないように固定する。
【００２１】
図４および図８に示すように、左右いずれもの第２連結金具４０において、第２フック部
４１の基端側を形成している金具部分４５ａと、この金具部分４５ａに対向するとともに
前側補強杆２４に連結している金具部分４５ｂとにより、棚部材２０の手前側が前支柱１
０ｂに対して横移動することを抑制するように棚部材２０の手前側が備える第２位置決め
部４５を形成するとともに、この第２位置決め部４５は、前記第１位置決め部４４が第２
取付け部１７に噛み合うに伴って自ずと作用するように構成してある。すなわち、棚部材
２０が後支柱１０ａおよび前支柱１０ｂに対して下降して第１位置決め部４４が第２取付
け部１７に噛み合うに伴い、金具部分４５ａが第２取付け孔１６の内部を、金具部分４５
ｂが前支柱１０ｂよりも組立て棚内側をそれぞれ下降して両金具部分４５ａ，４５ｂが第
２取付け孔１６の横側に位置する前支柱部分でなる固定部１９を挟持する。これにより、
第２位置決め部４５が固定部１９に前記内壁面１６ａを噛み合い面として自ずと噛み合う
。
【００２２】
前記第２位置決め部４５と固定部１９とが噛み合うための前記噛み合い面１６ａを、下端
側に至るほど前支柱１０ｂの第３側面１１ｃとの間隔が大になる傾斜面に形成してある。
これにより、棚部材２０が前支柱１０ｂに対して下降して第２位置決め部４５と固定部１
９との噛み合いが深くなるほど、前記噛み合い面１６ａの傾斜によるカム作用のために両
者４５と１９の噛み合い融通が減少し、棚部材２０が前支柱１０ｂに対して横方向にガタ
付かないように固定する。
【００２３】
これにより、左右の第１位置決め部４４と第２位置決め部４５とが、左右の前支柱１０ｂ
に作用する前位置決め機構部分４６を構成している。そして、この前位置決め機構部分４
６は、棚部材２０の手前側が前係止機構５１によって前支柱１０ｂに連結されるに伴って
自ずと左右の前支柱１０ｂに位置決め作用する。すなわち、前記噛み合い面１６ａの傾斜
によるカム作用の締付けにより、左右の前支柱１０ｂどうしの間隔をカム作用による締付
けによって決まる設定支柱間隔に設定するとともにこの設定支柱間隔に固定し、左右の前
支柱１０ｂを組立て棚横方向に動きにくいように固定する。さらに、前記噛み合い面４３
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ａの傾斜によるカム作用の締付けにより、左右の前支柱１０ｂと棚部材２０とを組立て棚
前後方向で相対移動しにくいように固定する。
【００２４】
図４および図６に示すように、左右いずれもの第１連結金具３０において、第１フック部
３１の基端側を形成している金具部分３３ａと、この金具部分３３ａに対向するとともに
後側補強杆２４に連結している金具部分３３ｂとにより、棚部材２０の奥側が後支柱１０
ａに対して横移動することを抑制するように棚部材２０の後側が備える後位置決め機構部
分３３を構成するとともに、この後位置決め機構部分３３は、棚部材２０の奥側が後係止
機構５０によって左右の後支柱１０ａに連結されるに伴って自ずと作用するように構成し
てある。すなわち、第１フック部３１が第１取付け部１５に係合するに伴い、金具部分３
３ａが第１取付け孔１４の内部を、金具部分３３ｂが後支柱１０ａよりも組立て棚内側を
それぞれ下降して両金具部分３３ａ，３３ｂが第１取付け孔１４の横側に位置する後支柱
部分でなる固定部１８を挟持する。これにより、後位置決め機構部分３３が固定部１８に
前記内壁面１４ａを噛み合い面として自ずと噛み合う。
【００２５】
後位置決め機構部分３３と固定部１８とが噛み合うための前記噛み合い面１４ａを、下端
側に至るほど後支柱１０ａの第３側面１１ｃとの間隔が大になる傾斜面に形成してある。
これにより、棚部材２０が後支柱１０ａに対して下降して後位置決め機構部分３３と固定
部１８との噛み合いが深くなるほど、前記噛み合い面１４ａの傾斜によるカム作用のため
に両者３３と１８の噛み合い融通が減少し、棚部材２０が後支柱１０ａに対して横方向に
ガタ付かないように固定する。
【００２６】
これにより、左右の後位置決め機構部分３３は、棚部材２０の奥側が後係止機構５０によ
って後支柱１０ｂに連結されるに伴って自ずと左右の後支柱１０ａに位置決め作用する。
すなわち、前記噛み合い面１４ａの傾斜によるカム作用の締付けにより、左右の後支柱１
０ａどうしの間隔をカム作用による締付けによって決まる設定支柱間隔に設定するととも
にこの設定支柱間隔に固定し、左右の後支柱１０ａを組立て棚横方向に動きにくいように
固定する。
【００２７】
したがって、左右の前位置決め機構部分４６と左右の後位置決め機構部分３３とが、四本
の支柱１０ａ，１０ｂに作用する位置決め機構を構成している。そして、この位置決め機
構は、棚部材２０が前係合機構５０と後係合機構５１とによって四本の支柱１０ａ，１０
ｂに連結されるに伴って自ずと四本の支柱１０ａ，１０ｂに位置決め作用し、噛み合い面
１６ａと４３ａとによるカム作用の締付けにより、前支柱１０ｂどうしの間隔を前記設定
支柱間隔に設定するとともにこの設定支柱間隔に固定し、噛み合い面１４ａによるカム作
用の締付けにより、後支柱１０ａどうしの間隔を前記設定支柱間隔に設定するとともにこ
の設定支柱間隔に固定する。
【００２８】
つまり、棚の組立てを行うには、図１および図１１に示すように、基台１の四隅部に支柱
１０ａ，１０ｂを前記第１取付け姿勢で立設し、後支柱１０ａの前面側に第１取付け孔１
４を、前支柱１０ｂの前面側に第２取付け孔１６をそれぞれ位置させる。そして、図９（
イ）に示すように、棚部材２０を前支柱１０ｂ，１０ｂどうしの間から四本の支柱１０ａ
，１０ｂの間に差し入れ、図９（ロ）に示すように、棚部材２０の全体をさらに奥側に移
動させて奥側の左右の第１フック部３１，３１を後支柱１０ａの複数個の第１取付け部１
５のうちから選択した一つの第１取付け部１５の第１取付け孔１４に挿入し、奥側を左右
の後支柱１０ａ，１０ａに後係合機構５０によって取付けて支持させる。次に、棚部材２
０の奥側を左右の後支柱１０ａ，１０ａによって支持させながら手前側を手で支持し、左
右の後支柱１０ａによる支持点を揺動中心として手前側を前支柱１０ｂの第２取付け部１
７に対して上下に揺動操作するとともに、棚部材２０の全体を奥側に移動させて手前側の
左右の第２フック部４１を前支柱１０ｂの複数個の第２取付け部１７のうちから選択した
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一つの第２取付け部１７の第２取付け孔１６に位置合わせする。この位置合わせができる
と、図９（ハ）に示すように、棚部材２０の全体を組立て棚後方側にさらに移動させ、左
右の第２フック部４１，４１を第２取付け孔１６に挿入して棚部材２０の手前側を左右の
前支柱１０ｂに前係合機構５１，５１によって取付けることにより、棚部材２０を四本の
支柱１０ａ，１０ｂにわたって取り付けられる。
【００２９】
このとき、棚部材２０の手前側を取り付ける前支柱１０ｂの第２取付け部１７として、奥
側を取付けた後支柱１０ａの第１取付け部１５と同じ配置レベルに位置する第２取付け部
１７を選択すると、図９（ハ）に示す如く棚部材２０を水平またはそれに近い取付け姿勢
にできる。また、棚部材２０の手前側を取り付ける前支柱１０ｂの第２取付け部１７とし
て、奥側を取り付けた後支柱１０ａの第１取付け部１５よりも高い配置レベルに位置する
第２取付け部１７を選択すると、図１０に一点鎖線で示す如く棚部材２０を前上がり傾斜
の取付け姿勢にでき、奥側を取り付けた後支柱１０ａの第１取付け部１５よりも低い配置
レベルに位置する第２取付け部１７を選択すると、図１０に一点鎖線で示す如く棚部材２
０を前下がり傾斜の取付け姿勢にできる。
【００３０】
棚部材２０を水平、前上がり、前下がりのいずれの取付け姿勢にした場合でも、前位置決
め機構部分４６と後位置決め機構部分３３とで成る前記位置決め機構の作用により、棚部
材２０を四本の支柱１０ａ，１０ｂに対して動きにくいように固定できるとともに、前支
柱１０ｂも後支柱１０ａも揺れ動きにくいように固定できる。
【００３１】
組立て棚を分解する場合、図９（ロ）に示すように、棚部材２０の奥側を左右の後支柱１
０ａ，１０ａの第１取付け部１５に取付けて支持させたままにしながら棚部材２０の手前
側を手で支持し、左右の後支柱１０ａによる支持点を揺動中心として手前側を前支柱１０
ｂの第２取付け部１７に対して上昇操作するとともに、棚部材２０を前支柱１０ｂおよび
後支柱１０ａに対して組立て棚前方側に移動させ、前位置決め機構部分４６の第２取付け
部１７に対する噛み合いを解除するとともに、左右の第２フック部４１を第２取付け孔１
６から前支柱１０ｂの前方側に抜き外し、棚部材２０の手前側を左右の前支柱１０ｂから
取り外す。次に、図９（イ）に示すように、棚部材２０の全体を手前側に引き操作して奥
側の左右の第１フック部３１を後支柱１０ａの第１取付け孔１４から後支柱１０ａの前方
側に抜き出し、後側の後位置決め機構部分３３による後支柱１０ａに対する固定と、後係
合機構５０による後支柱１０ａに対する取付けとを解除することにより、棚部材２０を四
本の支柱１０ａ，１０ｂから取り外せる。さらに、棚部材２０を前支柱１０ｂ，１０ｂど
うしの間から組立て棚前方側に引き出すことにより、組立て棚の外部に取り出せる。
【００３２】
このとき、図１２に示すように、四本の支柱１０ａ，１０ｂを前記第１取付け姿勢から前
記第２取付け姿勢に付け替える。すると、図１２（イ），（ロ）に示すように、支柱１０
ａ，１０ｂから取り外した棚部材２０をこれの四隅部に位置するフック部３１，４１がこ
れに対応する支柱１０ａ，１０ｂのスリット１２に入り込むようにして基台１の上に載せ
ることができる。これにより、支柱１０ａ，１０ｂから取り外した複数枚の棚部材２０を
基台１の上に積み重ね、支柱１０ａ，１０ｂを第１フック部３１や第２フック部４１に係
止して棚部材２０の積み崩れを防止する支柱に利用しながら基台１と共にコンパクトに格
納したり、基台１を運搬車に利用して楽に搬送したりできる。
【００３３】
図１４に明示するように、各棚部材２０において、左右の第１フック部３１の基端部分の
下面側には棚部材２０の横外側に向くとともに下端側が上端側よりも棚部材２０の内側に
位置する傾斜姿勢の当たり部３１ａを、上面側には棚部材２０の内側に向くとともに上端
側が下端側よりも棚部材２０の外側に位置する傾斜姿勢の当たり部３１ｂをそれぞれ備え
、左右の第２フック部４１の基端部分の下面側には棚部材２０の横外側に向くとともに下
端側が上端側よりも棚部材２０の内側に位置する傾斜姿勢の当たり部４１ａを、上面側に
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は棚部材２０の内側に向くとともに上端側が下端側よりも棚部材２０の外側に位置する傾
斜姿勢の当たり部４１ｂをそれぞれ備えるとともに、棚部材２０を棚部材本体２１の上面
で成る物品載置面２１ａが上向きになるようして積み重ねた際には、上段側の棚部材２０
と下段側の棚部材２０との第１フック部３１どうしが前記当たり部３１ａと３１ｂとによ
って当接するとともに、上段側の棚部材２０と下段側の棚部材２０との第２フック部４１
どうしが前記当たり部４１ａと４１ｂとによって当接し、棚部材２０が物品載置面２１ａ
に沿う方向で左右方向にずれ動くことが抑制されるように構成してある。また、図１５に
示すように、このように積み重ねた棚部材２０が物品載置面２１ａに沿う方向で前後方向
にずれ動くに伴い、前記前側補強杆２３や後側補強杆２４を棚部材本体２１に連結してい
るリベット２６の棚部材裏面側に突出している端部と、補強杆２３，２４が物品載置面２
１ａよりも上側に突出して側壁を形成している部分とが当接し、それ以上棚部材２０がず
れ動くことを防止するように構成してある。これにより、支柱１０ａ，１０ｂから取り外
した棚部材２０は、第１フック部３１、第２フック部４１、リベット２６および補強杆２
３，２４を崩れ防止手段に利用して崩れにくいように安全に積み重ねてコンパクトに格納
できる。
【００３４】
図１３に明示するように、基台１の四隅部の前記パイプ材８の下端側部分８ｂにより、車
体フレーム６から下向きに突出する基台連結部を形成するとともに、基台１を積み重ねた
際には、上段側の基台１の基台連結部８ｂの先細り下端部８ｃが下段側の基台１の支柱連
結部８の支柱抜差し口８ａに入り込むことにより、上下段の基台１の基台連結部８ｂと支
柱連結部８とが連結して上下の車体フレーム６どうしの間に上段側の基台１の車輪２を収
納するスペースを形成するように構成してある。これにより、支柱１０ａ，１０ｂの取り
外した状態にした基台１は、支柱連結部８を車輪収納スペースを形成するためのスペーサ
手段に利用して車輪２を基台段積みの障害にならないように車体フレーム６の間に収納し
て安全に積み重ねてコンパクトに格納できる。
【００３５】
〔別実施形態〕
図１６は、別の実施構造を備える組立て棚の組立て状態を示す。この組立て棚の場合、支
柱１０ａ，１０ｂおよび棚部材２０の構造、棚部材２０を支柱１０ａ，１０ｂに取り付け
る構造としては、上記した組立て棚と同様の構造を備えており、基台１において上記した
組立て棚とは異なる構造を備えている。すなわち、基台１の四隅部に支柱１０ｂを立設す
るとともに、基台１の左右側の前後方向での中間部に一本の支柱１０ａを立設するように
構成してある。つまり、棚部材２０を基台１の前後方向に二枚並べて組み付けられるよう
に構成してある。そして、基台前後方向に並ぶ二枚の棚部材２０，２０のうちの基台前方
側に位置する棚部材２０は、基台１の前端側に位置する左右の支柱１０ｂ，１０ｂを前支
柱とし、基台１の前後方向中間部に位置する左右の支柱１０ａ，１０ａを後支柱１０ａと
してこれらの支柱に取付けるのであり、基台前後方向に並ぶ二枚の棚部材２０，２０のう
ちの基台後方側に位置する棚部材２０は、基台１の後端側に位置する左右の支柱１０ｂ，
１０ｂを前支柱とし、基台１の前後方向中間部に位置する左右の支柱１０ａ，１０ａを後
支柱１０ａとしてこれらの支柱に取付ける。尚、この組立て棚の場合、基台前後方向に並
ぶ二枚の棚部材２０，２０の奥側を取付ける後支柱１０ａとしては、図１６に示す如く二
枚の棚部材２０，２０の一方を前面側に、他方を後面側に取り付ける一本の支柱を採用し
て実施する他、支柱１０ｂと同じ構造の支柱を二本、基台の前後方向に並べ、二枚の棚部
材２０，２０を別々に取り付ける支柱を採用して実施してもよい。
【００３６】
図１７は、さらに別の実施構造を備える組立て棚を示す。すなわち、車輪２を備える左右
一対のメインフレーム３，３と、両メインフレーム３，３の一端側どうしを連結する連結
フレーム４と、この連結フレーム４に取付けた基台プレート７とにより、基台１を構成し
てある。左側の前支柱１０ｂと後支柱１０ａとは一方のメインフレーム３に立設し、右側
の前支柱１０ｂと後支柱１０ａとは他方のメインフレーム３に立設してある。両メインフ
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レーム３，３を連結フレーム４に回動自在に連結し、左右の支柱１０ａ，１０ａを連結フ
レーム４に立設している支持枠９の縦枠部分９ａに継ぎ手９ｂによって回動自在に連結し
、基台プレート７を連結フレーム４に起伏操作自在に連結してある。つまり、両メインフ
レーム３，３を連結フレーム４から前方側に延出するように引き出し、基台プレート７を
両メインフレーム３，３の上に倒伏させて載置して物品載置台に使用できるようにすると
ともに、四本の支柱１０ａ，１０ｂを基台プレート７の四角部付近に立設するように配置
してこれらの支柱１０ａ，１０ｂにわたって棚部材２０を取付けることにより、組立て状
態にできる。そして、棚部材２０を四本の支柱１０ａ，１０ｂから取り外し、基台プレー
ト７を支持枠９の方に起立させるとともに両メインフレーム３，３を連結フレーム４の方
に回動させて前支柱１０ｂを支持枠９の方に寄せることにより、基台１および支柱１０ａ
，１０ｂを折り畳み格納できる。
【００３７】
図１８は、さらに別の実施構造を備える組立て棚を示す。
すなわち、棚部材２０の奥側を後支柱１０ａに取付ける左右の後係合機構５０は、棚部材
２０の後側補強杆２３に連結している第１連結金具３０が備える第１フック部３１と、こ
の第１フック部３１の抜差しが自在な第１取付け孔１４を備える後支柱１０ａの第１取付
け部１５とから成り、第１フック部３１を第１取付け孔１４に挿入して受け止め支持させ
ることにより、係合状態になって棚部材２０の奥側を後支柱１０ａに連結する。棚部材２
０の手間側を前支柱１０ｂに取付ける左右の前係合機構５１は、棚部材２０の前側補強杆
２４に連結している第２連結金具４０が備える第２フック部４１と、この第２フック部４
１の抜差しが自在な第２取付け孔１６を備える前支柱１０ｂの第２取付け部１７とから成
り、第２フック部４１を第２取付け孔１６に挿入して受け止め支持させることにより、係
合状態になって棚部材２０の手前側を前支柱１０ｂに連結する。
【００３８】
左右の後位置決め機構部分３３は、第１フック部３１の切欠き部３４を備える基端側部分
３３ａと、この基端側部分３３ａに対向する連結金具部分３３ｂとによって構成してある
。後係合機構５０が棚部材２０を後支柱１０ａに連結すると、第１取付け孔１４の内壁面
１４ａが傾斜面であることによって前記基端側部分３３ａと連結金具部分３３ｂとが第１
取付け孔１４の横側に位置する後支柱部分を挟持し、切欠き部３４の後側内壁面３４ａが
傾斜面であることによって基端側部分３３ａが第１取付け部１５の後支柱部分を挟持する
ように構成してある。これにより、後位置決め機構部分３３は、棚部材２０が後係合機構
５０によって後支柱１０ａに連結されるに伴って後支柱１０ａに自ずと位置決め作用する
。すなわち、第１取付け孔１４の内壁面１４ａの傾斜によるカム作用により、後支柱１０
ａと棚部材２０とを組立て棚の横方向に相対移動しないように締付け固定し、かつ、切欠
き部３４の後側内壁面３４ａの傾斜によるカム作用により、後支柱１０ａと棚部材２０と
を組立て棚の前後方向に相対移動しないように締付け固定する。
【００３９】
左右の前位置決め機構部分４６は、第２フック部４１のうちの切欠き部４２を備える基端
側部分４５ａと、この基端側部分４５ａに対向する連結金具部分４５ｂとによって構成し
てある。前係合機構５１が棚部材２０を前支柱１０ｂに連結すると、第２取付け孔１６の
内壁面１６ａが傾斜面であることによって前記基端側部分４５ａと連結金具部分４５ｂと
が第２取付け孔１６の横側に位置する後支柱部分を挟持し、切欠き部４２の後側内壁面４
３ａが傾斜面であることによって基端側部分４５ａが第２取付け部１７の前支柱部分を挟
持するように構成してある。これにより、前位置決め機構部分４６は、棚部材２０が前係
合機構５１によって前支柱１０ｂに連結されるに伴って前支柱１０ｂに自ずと位置決め作
用する。すなわち、第２取付け孔１６の内壁面１６ａの傾斜によるカム作用により、前支
柱１０ｂと棚部材２０とを組立て棚の横方向に相対移動しないように締付け固定し、かつ
、切欠き部４２の後側内壁面４３ａの傾斜によるカム作用により、前支柱１０ｂと棚部材
２０とを組立て棚の前後方向に相対移動しないように締付け固定する。
【００４０】
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したがって、左右の後位置決め機構部分３３，３３と左右の前位置決め機構部分４６，４
６とが、四本の支柱１０ａ，１０ｂに作用する位置決め機構を構成している。そして、こ
の位置決め機構は、棚部材２０が後係合機構５０と前係合機構５１とによって四本の支柱
１０ａ，１０ｂに連結されるに伴って自ずと四本の支柱１０ａ，１０ｂにカム作用による
位置決めを行う。すなわち、第１取付け孔１４の内壁面１４ａ、第２取付け孔１６の内壁
面１６ａ、切欠き部３４の後側内壁面３４ａ、切欠き部４２の後側内壁面４３ａのカム作
用による締付けにより、後支柱１０ａどうしの支柱間隔、前支柱１０ｂどうしの支柱間隔
、前支柱１０ｂと後支柱１０ａの支柱間隔をカム作用による締付けによって決まる設定支
柱間隔に設定するとともにこの設定支柱間隔に固定し、四本の支柱１０ａ，１０ｂを組立
て棚の前後方向にも横方向にも動きにくいように固定する。
【００４１】
上記した如く四本の支柱１０ａ，１０ｂを車輪付きの基台１に取り付けて、組立て棚を移
動式に構成する場合の他、複数枚の棚部材２０のうちの一枚を支柱１０ａ，１０ｂの下端
部に基台に兼ねて取り付けて、組立て棚を定置式に構成する場合にも本発明は適用できる
。したがって、これら車輪付き基台１、最下段棚部材を単に基台と呼称する。
【図面の簡単な説明】
【図１】組立て棚完成状態の斜視図
【図２】支柱の斜視図
【図３】棚部材の一部切欠き状態での平面図
【図４】棚部材取付け構造の斜視図
【図５】後係合機構の作用状態を示す説明図
【図６】後係合機構の作用状態での断面図
【図７】前係合機構の作用状態を示す説明図
【図８】前係合機構の作用状態での断面図
【図９】棚部材着脱要領の説明図
【図１０】棚部材取付け姿勢の説明図
【図１１】棚部材取付け状態の平面図
【図１２】棚部材格納状態の説明図
【図１３】基台積み重ね状態の説明図
【図１４】棚部材積み重ね状態の説明図
【図１５】棚部材積み重ね状態での断面図
【図１６】別実施構造を備える組立て棚の平面図
【図１７】別実施構造を備える組立て棚の斜視図
【図１８】別実施構造を備える組立て棚の棚部材取付け構造の斜視図
【符号の説明】
１　　　　　　基台
２　　　　　　車輪
１０ａ　　　　　後支柱
１０ｂ　　　　　前支柱
１４，１６　　　取付け孔
２０　　　　　　棚部材
３１，４１　　　第１フック部
３３　　　　　　後位置決め機構部分
４６　　　　　　前位置決め機構部分
５０，５１　　　係合機構
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】
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【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】 【 図 １ ８ 】
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